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研究成果の概要（和文）：日本およびドイツにおける、労働契約の内容に対する法的規制（不当条項規制）につ
いて、特に「約款」を媒介とする規制に着目して研究を行った。日本法に関する研究成果は、一部のみ、平成27
年9月に、関西若手研究者民事判例研究会において報告した。その他の部分、およびドイツ法等については、研
究期間中に網羅的な資料収集を終え、現在検討および論文執筆作業を行っている。

研究成果の概要（英文）：Ich untersuche Inhaltskontrolle vom Arbeitsvertrag durch AGB im Vergleich zu
 Deutsch. Ich berichte von ein Teil des Ergebnis im Arbeitskreis am September 2014, und ueberprufe 
der anderer Teil jetzt.

研究分野：民法、契約法、約款法、消費者法、労働法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
(1) 契約の内容上の不当性審査、不当条項規
制（契約自治原則が機能しない取引類型にお
ける例外的規制）においては、一方では、個々
の契約条件に対する個別的・具体的な規制、
他方では、契約条件の総体を念頭においた、
同じ契約条件が適用される当事者一般を基
準とする、客観的・抽象的規制が求められる。
前者は個別的な救済が要請される場面、特に
消費者契約に対して適するものであり、既に
消費者契約法において、具体的な規制基準を
有していた（8～10条）。対して後者は、定型
的・画一的な処理が求められる場面、特に「約
款」が用いられる契約に対して適するもので
あり、当時、民法改正において新たに「約款
規制」に関する規律群を設けることが予定さ
れていたものの、具体的な規制基準について
の議論は十分なされているとはいえない状
況にあった。 
 
(2) そこで筆者は、約款が用いられる個々の
取引類型に着目し、各類型における規制のあ
り方を横断的に分析することで一般的な規
制基準を導くべく、研究に取り組んできた。 
 第一に、保険約款が広く用いられる「保険
契約」を素材として、保険者免責条項に対す
る不当性の判断基準について検討した。そこ
では、個々の消費者の過失に比例した免責条
項では、保険団体全体における保険数理計算
の合理的基礎を危うくし、他の多数の消費者
に不利益となりかねないため、定型的または
段階的な保険者免責条項が相当だとする、ド
イツの議論を紹介した。 
 
(3) ところで、「労働契約」もまた、使用者が
あらかじめ作成した定型的労働条件群であ
る就業規則を通じて、契約内容（＝労働条件）
を決定する。そこで筆者は、第二の取組みと
して、「就業規則を用いる労働契約」を素材
とし、約款が用いられる契約に対する不当条
項規制について、総合的に検討することとし
た。その結果、日本においては以下の通り、 
民法上の不当条項規制論と労働法上の就業
規則規制論との間にずれがあり、理論的基盤
を整備する必要性があることが明らかにな
った。 
 すなわち、労働契約において用いられる就
業規則は従来、労働基準法によって最低基準
を画されてきた（労基法 92条 1項）。これに
対し、労働基準法を超えた内容について争い
が生じた場合には、消費者契約法が労働契約
を適用除外としたこともあって（消契法 48
条）、活用可能な規定が乏しかった。そこで
判例は、就業規則の限定解釈、または就業規
則で定められた権利（懲戒権等）の行使の場
面における権利濫用規制（民法 1条 3項、後
に労契法 3条 5項）といった方法を用いてき
た。これは、その柔軟性が評価される一方で、
予測可能性が低いという問題を有していた。

その後、労働契約法（2007 年）が成立する
に至り、明文において「合理性」という判断
基準が示されることになった（労契法 7条本
文）。しかしこの基準もまた、具体性に欠け
ることが批判されており、改正民法において
約款の不当条項規制案が示されるに及び、そ
の判断基準と合理性基準との関係を明らか
にすることの重要性が認識されはじめてい
る。 
 
(4) 一方、ドイツに目を転じれば、当地では
2002 年には民法（BGB）が改正されると共
に、約款規制法（AGBG）が民法へと組み込
まれた。そして、労働契約を適用除外とした
従来の規定（AGBG23条）が改正され、労働
法の特殊性を考慮するとの留保付きで、労働
契約にも不当条項規制が適用されることと
なった（BGB310 条 4 項）。こうしたドイツ
の法状況は日本で数年後には起こりうる状
況を想起させるものであり、改正後 10 年以
上に及ぶ判例・学説は、日本の今後を見通す
貴重な手がかりとなりうる。勿論、紹介文献
は既にいくつか存在するが、規制の概要を紹
介するものや、各論的研究にとどまる。これ
に対して本研究は、民法上の約款規制理論を
踏まえて理論的基盤の整備を行い、総合的な
本格研究を行おうとするものである。 
 
２．研究の目的 
 
(1) 本研究ではまず、ドイツで新設された「労
働契約への不当条項規制」に関する規律につ
いて検討し、その意義及び課題を明らかにす
る。 
 第一に、約款規制法の制定当初（1988年）
から存在していた、労働契約に対する不当条
項規制の必要性を説く理論を明らかにし、そ
れを受けて判例上行われていた、事実上の不
当条項規制事例を整理・分析する（以上は日
本の現在の状況に類似）。 
 第二に、改正以降、直接に不当条項規制の
規定に依拠しながら、労働法の特殊性を踏ま
えて展開された労働契約への規制について、
判例・学説を網羅的に分析し、いかなる修正
が加えられ、いかなる判断基準が用いられた
のかを明らかにする（以上は日本で今後起こ
りうる状況に類似）。 
 
(2) 以上の分析を参考にして、次に、日本に
おける今後の展開について提言を行う。 
 第一に、改正民法において新設予定の約款
規制の規律が、労働契約に対してもたらしう
る影響を明らかにし、適切な労働契約規制の
あり方について考察する。 
 第二に、就業規則という一種の約款に即し
て展開された不当性の判断基準を手がかり
に、約款一般の不当条項規制の具体化へ向け
た提言を行う。 
 
３．研究の方法 



 
(1) 平成 26 年度は、ドイツ法研究（ドイツ
における労働契約への不当条項規制）の成果
をまとめ、論文として公表する作業が中心と
なる。日本法については、労働法関連では、
就業規則規制に関する主要判例を収集して
不当条項規制の観点から再整理し、民法関連
では改正の最新動向、関連研究について、情
報収集を継続する。 
 
(2) 平成 27年度は、まずは春の比較法学会に
おいて、前年度のドイツ法研究の成果を報告
する。そして、そこでの指摘、および前年度
の調査を踏まえて、日本法研究を展開する。
その際、当年度に公表予定の民法改正の要綱
案で示されるであろう最新の規定をフォロ
ーして、労働契約への影響を予測し、また一
方、あるべき約款の不当条項規制についての
提言を行う。 
 
４．研究成果 
 
(1) 研究期間の全般において、２度の妊娠出
産および勤務先の変更等が重なり、研究を十
分進めることができなかった。しかし、資料
収集と検討の作業は継続してきており、平成
29年度から順次、成果を公表し、学会報告に
つなげる予定である。 
 
(2) １年目から２年目（平成 26～27年度）に
かけては、日本法研究を先に行った。すなわ
ち、民法改正に関する最新動向を継続的に調
査し、平成 27年 9月の研究会において、「要
綱仮案」がまとめられるまでの状況について
報告した。概要は以下の通り。 
 「定型約款」として新たに定義された「約
款」にかかる規律は、当初の案からは大幅に
縮小された。とりわけ不当条項規制にかかる
規律は、判断基準としては消費者契約法 10
畳の一般規定に若干の具体的考慮要素を加
えたものとなったが、採用規制（締結規制）
と一体として、定型約款準備者の契約相手方
の「合意」を犠牲する規律へと変更されるこ
とになった。このことは、一方では規制効果
の委縮を懸念させるものと言え、他方では、
就業規則に関する労働契約法 7条との文言上
の乖離がいっそう広がることとなり、両者の
関係についてさらに身長は分析が必要とな
るものと考えられる。 
 その後、新法は研究期間終了後の平成 29
年 5月に成立したが、その間の動向について
も網羅的に資料収集を行ってきており、現在
はその整理及び分析を行っている。 
 
(3) ２年目から３年目（平成 27～28年）にか
けては、ドイツ法研究のまとめを行った。そ
して、その成果の一部を、「契約規制として
の労働契約規制――用語法統一のための一
試論」として公表する予定であった。これは、
本研究課題の前提作業として、日本における

民法（契約法）と労働法との間に存在する伝
統的な用語法の違いを整理し、その由来に遡
った上で統一的な用語法を提示することを
試みるものであった。しかし、当年度 3月に
国会に提出された民法改正法案では、新たに
契約法の基本原則が明文化されており、さら
なる用語法の変遷がみられたことから、その
内容をフォローする修正を行うため公表を
延期した。 
 
(4) 今後の契約としては、平成 29年度も通年
で産休・育休を取得予定であるため、研究を
十分進められない恐れはあるものの、まずは
ドイツ法部分のまとめを優先的に進め、平成
30年 3月までに公表する。そして、並行して
日本法部分をまとめて平成 30 年 9 月までに
は公表し、平成 31 年度の私法学会での個別
報告を目指す。 
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